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Some kinds of the generation systems for the mass-production using alternative energy have been already 

developed. In this, we have considered the surface-tidal power generation system has a performance  

to recover the ocean energy using the current water wheel with a rectangular channel guide in the actual sea, 

and it was estimated that this systemt has 550[kwh] output monthly and gets an even cost performance if it 

has 4times scale-up and 25years life. And in order to spread these systems they have to design as the open  

cycle like a creature. Therefore insurance system and financial policy are important factors to spread these  

alternative energy systems. If these conditions are prepared, the alternative energy system will spread  

autonomy repeating renewal of the subsystems. Becase we cannot predict what these systems affect to the  

environment as the life of these systems are very long over several generations. 
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１．はじめに 

 潮汐力，海洋温度差，潮流などを対象に海洋エネルギー

の有効利用が検討されている(1)．このような再生可能エネ

ルギーを有効利用しようとするシステムのエネルギー密度

は大規模火力発電プラントなどと比較し圧倒的に小さい． 

一方，ダム湖を用いた大規模水力発電プラントは比較的

エネルギー密度の高いシステムであり実用化されて久しい．

ところが，近年ダム湖を用いた大規模水力発電プラント立

地条件によっては堆砂やその管理にともなう水使用率の低

下などの直接的な影響のほか，下流の生態系への影響など

間接的問題の顕在化が指摘されている(2)． 

このように有効なシステムとして既に普及した技術の中

にも計画当初考慮されていなかった要因を後から対策する

必要に迫られ経済的損失を被る場合がある． 

本研究対象である潮流発電システムはダム湖を用いた大

規模水力発電プラントに比べても一段と低エネルギー密度

あると予測されるため更に長いライフサイクルで初期の投

資を回収することになる．すなわち，生産から再建または

廃却までの全工程について周囲の社会環境や自然環境との

関係性を考慮に入れ，世代をまたがるような長いライフサ

イクルを対象としたアセスメントが必要となる(3)． 

しかしながら，海洋エネルギー利用システムは河川にお

けるダム湖と同様，その設置環境は非常に複雑であり最適

なシステム設計のための知見は十分であるとは言えない． 

２．供試システムの概要 

 それでは周囲環境に与える影響を最小限に抑えつつ長い

ライフサイクルを持ち応えるためにはどのようなシステム

がより可能性を高められるか． 

千年を超えるといわれる我が国の伊勢神宮は 20 年ごと

の遷宮によりその寿命を維持している．すなわち，意図的

な“未完成系”は刷新を誘導し，より低炭素なシステムに

遷移させる可能性を残しているとも考えられる． 

そこで，本システムは Fig.1 に示すように古くから用い

られている流し掛け水車を用いて双胴型の浮体に設置した

だけのシンプルな構造を採用した． 

この水車は後流の床面が傾斜したコの字断面のチャンネ

ルで流入する潮流が案内されており，単純な開放型の水車

に対し効率が改善されている(3)． 

試作したシステムの実験海域における発電電力量は，

Fig.2 に示すように小潮を除きほぼ毎日のように得られ，

月間でおよそ 550[kWh]程度ることが推定された．これは一

般的な家庭用の PV システムに相当している． 

また，いくつかの発電システムのエネルギー密度を比較

すると，Fig.3 のような２つのトレンドが見て取れ，表層

潮流発電システムの発電電力量がスケールの 1.3 乗に比例

して増大すると理解すれば，発電コストを低減するために

は大規模化するほど有利であることが示唆される． 

Fig.1 Flow around water wheel 
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Fig.4   Towing the test apparatus 

 

３．据付方案の改善 

 供試システムは，Fig.4 に示すように最寄りの港から実

験海域まで 2 艇の小型船舶にて曳航した後，6 本のアンカ

ーにて描泊させた．このため現場海域では潮流の変化に追

従しにくく，Fig.5 に示すように主流に対して搖動するよう

な挙動を示し，改善を要することが理解された． 

 例えば，Fig.6 に示すようにケーソンから伸びた 1 本のラ

インに自在継手を介して係索すれば浮体は風見鶏のように

主流の変化に追従し，潮流を効率よく水車に案内するもの

と考えられる． 

しかしながら，潮流の変化にともない浮体が大きく振れ

回るため周辺を航行する船舶への影響が懸念される．また 

このようなケーソンによる大掛かりな係索は据付費の増大

を招く．このように据付方案の改善は本技術の普及を図る

ための大きな課題であると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．普及可能性 

 筆者らはこれまでに低品位熱エネルギーシステムが自律

的に普及するための要件としてその影響指数を大きくする

ことと，廃却や再生の工程における分別再資源化の縛りを

緩くする材料を多用することとを指摘してきた(4)． 

ここで，前者は低品位熱エネルギーシステムを構成する

サブシステムの仕様に，また後者は材料など要素技術の属

性にそれぞれ対応している． 

 この要件を海洋から再生可能エネルギーを有効に取り出

すシステムとして試作した表層潮流発電システムにそのま

ま当て嵌めると，試作したシステム単独の効率向上やコス

ト低減だけでは非常に困難であり，影響指数を大きくする

サブシステムと関連させる必要性が類推される． 

 試算例を Fig.7 に示す．償却期間を 25 年とし，試作した

システムの基本構造のままで発電コストを低減を狙ったと

しても，およそ 4 倍程度の大規模化でようやく採算分岐点

に入る可能性があるという程度にしか過ぎない． 

 このことは単独の電源産業として立ち上がるためには出

力不足であることを示唆する．したがって，漁港の灯火や

掲表示機器などの電源，養殖設備の監視装置の電源，ある

いは観光・リゾート海域の夜間イルミネーション用電源な

どのような補助的な電源用途に限定される． 

Test apparatus 

Towing vessel 

Mothetr ship 

 

Fig.2 Eatimation of monthly electric power output 

 
Fig.3   Comparison of energy dencity with power  

 

Fig.5    Behavior of floating body 

 

 

Fig.6    Schematic view of anchoring 
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しかしながら，試作した表層潮流発電システムを影響指

数の大きなサブシステムと組合せ，更に分別再資源化の縛

りを緩くする要素技術を多用することで自律的に普及可能

なシステムとする可能性を残すことができる． 

例えば，サブシステムとしては，無線送電システム(5)や

水素製造による蓄・輸送システム(6)などを組合せることで

影響指数を大きくする可能性を残すことができる． 

一方，構成要素技術としては，CNF(セルロースナノバイ

バー)（7）や自沈式ケーソン(8)などの素材技術を多用するこ

とで廃却や再建を容易にする可能性を残すことができる．  

このように，表層潮流発電システムのような非常に密度

の低いエネルギー資源を有効利用しようとする場合，補助

的な用途開発と自律的に普及可能なシステム開発とのが明

確な切り分けが重要である． 

 今後，本研究では，観光・リゾート海域の夜間イルミネ

ーション用電源などのような補助的な用途開発をとおして

特に残された設置方法の技術課題を中心に，長いライフサ

イクルに適する方案を検討する予定である． 

 

５．システムの刷新による低炭素化 

 新エネルギーシステムの普及の前提としてコスト，エネ

ルギー，排出 CO2 の 3 つの指標について全て正の利得を与

えることが求められる． 

表層潮流発電システムは前述のようにそのライフサイク

ルは採算分岐点で 25 年程度であるから，50 年以上の使用

寿命を期待したいところである．このような長い期間にわ

たってそのシステムが安全に稼働しつづけることは保守点

検整備を適切に行ったとしても，自然災害なとの影響を考

慮すると容易ではないことが推察される． 

そして，設置環境が海洋であり複雑であることから，特

に大規模化した場合など周囲環境への影響を計画当初に精

度よく把握することは困難であると考えられる． 

また初期においても海底の地形や地質についての調査や

年間を通した潮流や波浪の変動範囲が十分でなければ，据

付工事やシステム仕様に想定外の変更を余儀なくされる場

合が生じ得る． 

このような潜在的なリスクに対応するためには単に技術

的なアプローチだけでは十分ではなく，木下らが指摘する

ように国の保険制度の整備や制度金融機関による投融資支

援などに工夫の余地がある(9)ものと思われる． 

このような保険や金融の制度開発がすすめば上述の 3 つ

の指標すべてに正の利得を与えることの確実性が向上し，

結果的に多くの企業の参入を期待することができる． 

 たとえば，既に設置されている表層潮流発電システムに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組み込まれているあるサブシステムについて，互換可能で

かつ非常に低炭素なサブシステムが新しく市場に普及しは

じめたとする．そのとき保険や金融制度を利用することで

所有・管理者に大きな経済的負担をさせることがなければ

そのサブシステムと換装され，もとの表層潮流発電システ

ムはより低炭素なシステムに刷新されたことになる． 

 システム全体がそれに適したユニット構造やブロック構

造となっていれば，このような保険制度を利用しやすくな

り，新しい素材や要素技術が利用可能になった時点でそれ

らを用いて既存システムの弱点部位やサブシステムを換装

するなどすれば比較的廉価にシステムを更新できる可能性

が高まる． 

すなわち，システムを閉じた完成系と考えるのではなく，

生物のように常に代謝することを前提とした意図的な未完

成系として設計し，システムの刷新を誘導する．この刷新

を繰り返すことを通してそれ自体が自ずと低炭素なシステ

ムに遷移することになると考えられる． 

 また，実際に長い年月を掛けてみないとわからない事象

として周囲の景観環境に与える影響などが考えられる．

Fig.8 は伊王島(10)から長崎湾側の眺望である．例えば，伊王

島の夜間のイルミネーションを潮流発電で賄うとすると

50 年後にもこの景観を損なうことのない大規模な表層潮

流発電システムとしての要件が求められる． 

その景観が地域にとっての観光資源であれば保障の対象

として計画するべきであり，原状復帰または損害賠償に対

処できる準備が必要である．このような場合，賠償原資と

して利用できる保険は，所有・管理者の負担を軽減するこ

とができることになり事業の実現性を支持する大きな力と

なり得る． 

このように，保険や金融的な手法はこれまでに筆者らが

指摘した影響指数を大きくする設計手法を補う方法であり，

特にシステムの低炭素化や企業参入を促進する上で非常に

有効であると推察される． 

 

６．おわりに 

 海洋エネルギーのような密度の低いエネルギーを有効利

用する方法のひとつとして流し掛け水車による表層潮流発

電のフィールド試験の結果をもとにその普及可能性につい

て検討した． 

供試システムは月間 550[kWh]程度の電力が期待され，家

庭用の PV システムと同程度の出力密度と推定された．ま

た，潮流を効率よく水車に案内するためケーソンから伸び

た 1 本のラインに自在継手を介して係索するなどの据付方

案の改善が課題であると考えられた． 
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    Fig.7    Cost reduction effect by large-scale 

 

Fig.8    Suitability of scenery 

 



 

 

 

 

このようなシステムを普及可能にするためには，以下の

ような工夫が有効であると推定された． 

 

（１）本研究で採用したコの字断面のチャンネルで囲んだ

流し掛け水車は約 4倍程度の大規模化と 25年以上の長寿命

化によりコスト採算性を確保できる可能性が示唆された． 

 

（２）補助的な用途開発と普及可能なシステム開発とを明

確に区別して考え，特に後者の場合，影響指数を大きくと

るサブシステムや要素技術との組合せが効果的ある． 

 

（３）長いライフサイクルをとおして低炭素化を実現する

ためには，以上の技術的アプローチに加えて保険制度や投

融資支援によるシステム刷新を誘導する制度の確立が望ま

れる． 
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